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「鶴岡市子ども・子育て支援事業計画」の進捗状況 

１ 児童数の推移 

単位：人 

   H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 

計
画
値 

 合計 5,954 5,787 5,672 5,573 5,463 5,319 5,252 5,172 

就学前 3-5歳 3,065 2,990 2,980 2,908 2,836 2,730 2,703 2,664 

児童 1-2歳 2,001 1,913 1,822 1,807 1,781 1,756 1,730 1,703 

 0歳 888 884 870 858 846 833 819 805 

 合計 6,790 6,592 6,424 6,282 6,203 6,135 5,926 5,785 

小学生 6-8歳 3,265 3,239 3,180 3,042 2,975 2,966 2,894 2,821 

 9-11歳 3,525 3,353 3,244 3,240 3,228 3,169 3,032 2,964 

実
績
値 

 合計 5,954 5,787 5,790 5,514 5,373 5,139 4,980  

就学前 3-5歳 3,065 2,990 3,003 2,869 2,814 2,690 2,706  

児童 1-2歳 2,001 1,913 1,888 1,773 1,767 1,717 1,563  

 0歳 888 884 899 872 792 732 711  

 合計 6,790 6,592 6,587 6,301 6,210 6,128 5,910  

小学生 6-8歳 3,265 3,239 3,237 3,044 2,992 2,969 2,877  

 9-11歳 3,525 3,353 3,350 3,257 3,218 3,159 3,033  

※各年度4月 1日の人口。 

※コーホート変化率法により推計。 
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２ 教育・保育の量の見込み 

単位：人 

※就学前児童は各年4月 1日の推計人口。 

※   内は、中間年度の見直し後の計画値。 

※確保方策について：需要に対応できる実施体制の整備・検討を行う。 

令和2年度 

認定こども園／1施設 幼稚園からの移行（定員135人増） 

認定こども園／2施設 保育所からの移行（定員145人増） 

認定こども園／1施設 新設（定員75人増） 

幼稚園／1施設 認定こども園へ移行（定員120人減） 

保育所／2施設 認定こども園へ移行（定員120人減） 

保育所／2施設 定員の見直し（定員20人減） 

令和3年度以降 

認定こども園／1施設 定員の見直し（定員33人増） 

認定こども園／1施設 低年齢児受入見直し（定員増減なし） 

  

       H27 (割合) H28 (割合) H29 (割合) H30 (割合) H31 (割合) 

就学前児童 合計 5,672   5,573   5,463   5,319   5,252   

     3-5歳児 2,980   2,908   2,836   2,730   2,703   

     1-2歳児 1,822   1,807   1,781   1,756   1,730   

     0歳児 870   858   846   833   819   

計
画
値 

教育利用希望 合計 775 (13.7%) 756 (13.6%) 737 (13.5%) 628 (11.8%) 622 (11.8%) 

  1号 3-5歳児 328 (11.0%) 320 (11.0%) 312 (11.0%) 628 (23.0%) 622 (23.0%) 

  2号 3-5歳児 447 (15.0%) 436 (15.0%) 425 (15.0%)  
 

 
 

保育利用希望 合計 3,686 (65.0%) 3,672 (65.9%) 3,632 (66.5%) 3,779 (71.0%) 3,732 (71.0%) 

  2号 3-5歳児 2,175 (73.0%) 2,123 (73.0%) 2,070 (73.0%) 2,102 (77.0%) 2,081 (77.0%) 

  3号 1-2歳児 1,093 (60.0%) 1,120 (62.0%) 1,122 (63.0%) 1,194 (68.0%) 1,176 (68.0%) 

  3号 0歳児 418 (48.0%) 429 (50.0%) 440 (52.0%) 483 (58.0%) 475 (58.0%) 

実
績
値
（
申
請
数
） 

教育利用希望 合計 770 (13.6%) 678 (12.2%) 704 (12.9%) 642 (12.1%)   

  1号 3-5歳児 770 (25.8%) 678 (23.3%) 626 (22.1%) 548 (20.1%)   

  1号 2歳児（満3歳）     78 (4.4%) 94 (5.4%)   

保育利用希望 合計 3,799 (67.0%) 3,853 (69.1%) 3,814 (69.8%) 3,785 (71.2%)   

  2号 3-5歳児 2,222 (74.6%) 2,198 (75.6%) 2,155 (76.0%) 2,102 (77.0%)   

  3号 1-2歳児 1,076 (59.1%) 1,143 (63.3%) 1,194 (67.0%) 1,189 (67.7%)   

  3号 0歳児 501 (57.6%) 512 (59.7%) 465 (55.0%) 494 (59.3%)   

 

内
入
所
決
定
者 

教育利用希望 合計 770  678  704  642    

  1号 3-5歳児 770  678  626  548    

  1号 2歳児（満3歳）     78  94    

保育利用希望 合計 3,690  3,788  3,786  3,737    

  2号 3-5歳児 2,222  2,198  2,155  2,101    

  3号 1-2歳児 1,054  1,129  1,193  1,185    

  3号 0歳児 414  461  438  451    

内
入
所
保
留
者 

教育利用希望 合計 0  0  0  0    

  1号 3-5歳児           

  1号 2歳児（満3歳）           

保育利用希望 合計 109  65  28  48    

  2号 3-5歳児       1    

  3号 1-2歳児 22  14  1  4    

  3号 0歳児 87  51  27  43    
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３ 地域子ども・子育て支援事業 

（１）利用者支援事業 

子どもや保護者、妊娠中の方等が、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用でき

るようサポートする事業です。子育て家庭のニーズを把握し、情報集約・提供、相談、利用支援・

援助を行うほか、子育て支援などの関係機関との連絡調整、連携体制づくりも行います。 

単位：か所 

  平成 27年度 平成28年度 平成 29年度 平成30年度 平成 31年度 

①量の見込み  1 1 1 1 1 

②確保の内容  1 1 1 1 1 

②－①  0 0 0 0 0 

実績値  1 1 2 2 2 

 

 

（２）時間外保育事業（延長保育事業） 

認定こども園・保育所等で、保護者の就労状況等により、通常の保育時間を延長して保育を行い

ます。 

単位：人（実人数） 

  平成 27年度 平成28年度 平成 29年度 平成30年度 平成 31年度 

①量の見込み  
940 

（28か所） 
960 

（29か所） 
980 

（30か所） 
1,000 

（31か所） 
1,020 

（32か所） 

②確保の内容  
940 

（28か所） 
960 

（29か所） 
980 

（30か所） 
1,000 

（31か所） 
1,020 

（32か所） 

②－①  0 0 0 0 0 

実績値  
765 

（26か所） 
936 

（28か所） 
986 

（28か所） 
978 

（33か所） 
 

※開所時間が11時間よりも長い施設のみを計上する。 

 

 

（３）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校就学児童に対し、授業の終了後に適切な遊び及び

生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業です。 

単位：人（実人数） 

  平成 27年度 平成28年度 平成 29年度 平成30年度 平成 31年度 

①量の見込み 合計 1,262 1,288 1,313 1,695 1,802 

 小 1～3 954 964 974 1,145 1,204 
 小 4～6 308 324 339 550 598 

②確保の内容  
1,262 

（29か所） 
1,288 

（29か所） 
1,313 

（30か所） 
1,695 

（39支援単位） 
1,802 

（40支援単位） 

②－①  0 0 0 0 0 

実績値 合計 1,360 1,501 1,571 1,705 1,781 

 小 1～3 970 1,065 1,087 1,187 1,201 
 小 4～6 390 436 484 518 580 
  （34支援単位） （35支援単位） （35支援単位） （38支援単位） （37支援単位） 

※   内は、中間年度の見直し後の計画値。 
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（４）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童につ

いて、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業です。 

単位：人日 

  平成 27年度 平成28年度 平成 29年度 平成30年度 平成 31年度 

①量の見込み  100 100 100 100 100 

②確保の内容  100 100 100 100 100 

②－①  0 0 0 0 0 

実績値  6 15 10 22  

 

 

（５）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

生後4か月までの乳児のいる全ての家庭を保健師が訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育

環境等の把握を行う事業です。 

単位：人 

  平成 27年度 平成28年度 平成 29年度 平成30年度 平成 31年度 

①量の見込み  858 846 833 819 805 

②確保の内容  858 846 833 819 805 

②－①  0 0 0 0 0 

実績値  850 779 813 785  

 

 

（６）養育支援訪問等事業 

■養育支援訪問事業（出前保育） 

養育支援が特に必要な家庭に対して、保育士等がその居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等

を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

単位：人（実人数） 

  平成 27年度 平成28年度 平成 29年度 平成30年度 平成 31年度 

①量の見込み  40 42 44 46 48 

②確保の内容  40 42 44 46 48 

②－①  0 0 0 0 0 

実績値  26 23 25 30  

 

■子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

要保護児童対策協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、調整関係職員や

ネットワーク構成員の専門性の強化と、ネットワーク機関間の連携強化を図る取組みを実施します。 

参考）平成25年度実績 …代表者会議、実務者会議、研修会、広報啓発活動、個別ケース検討会議等実施 

※実績値／平成27年度・平成28年度・平成29年度・平成30年度…代表者会議、実務者会議、研修会、広報啓発活動、

個別ケース検討会議等実施 
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（７）地域子育て支援拠点事業 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、

助言その他の援助を行う事業です。 

単位：人回 

  平成 27年度 平成28年度 平成 29年度 平成30年度 平成 31年度 

①量の見込み  
37,800 

（18か所） 
37,800 

（18か所） 
37,800 

（18か所） 
37,800 

（18か所） 
37,800 

（18か所） 

②確保の内容  
37,800 

（18か所） 
37,800 

（18か所） 
37,800 

（18か所） 
37,800 

（18か所） 
37,800 

（18か所） 

②－①  0 0 0 0 0 

実績値  
37,501 

（18か所） 
36,308 

（19か所） 
34,669 

（19か所） 
32,944 

（20か所） 
 

 

 

（８）一時預かり事業 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児を認定こども園・幼稚園・保育所

等で一時的に預かる事業です。 

 

■幼稚園における在園児を対象とした一時預かり 

単位：人日 

  平成 27年度 平成28年度 平成 29年度 平成30年度 平成 31年度 

①量の見込み 合計 39,010 25,460 25,460 12,560 12,440 

 
1号認定 
（相当） 

1,070 1,070 1,070 12,560 12,440 

 
2号認定 
（相当） 

37,940 24,390 24,390 0 0 

②確保の内容  39,010 25,460 25,460 12,560 12,440 

②－①  0 0 0 0 0 

実績値  2,301 4,124 4,118 8,773  

※   内は、中間年度の見直し後の計画値。 

 

 

■幼稚園における在園児を対象とした一時預かり以外 

単位：人日 

  平成 27年度 平成28年度 平成 29年度 平成30年度 平成 31年度 

①量の見込み  4,760 4,680 4,590 4,365 4,365 

②確保の内容 合計 4,365 4,465 5,465 4,365 4,365 

 保育所 
3,000 

（13か所） 
3,100 

（14か所） 
4,100 

（15か所） 
3,000 

（13か所） 
3,000 

（13か所） 
 フ ァ ミ サ ポ 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 
 トワイライト 365 365 365 365 365 

②－①  ▲395 ▲215 875 0 0 

実績値 合計 3,673 3,407 2,774 2,547  

 保育所 
2,866 

（13か所） 
2,313 

（13か所） 
1,659 

（12か所） 
1,507 

（13か所） 
 

 フ ァ ミ サ ポ 800 1,080 1,115 1,029  
 トワイライト 7 14 0 11  

※   内は、中間年度の見直し後の計画値。 
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（９）病児保育事業 

病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に保育

等を実施する事業です。 

単位：人日 

  平成 27年度 平成28年度 平成 29年度 平成30年度 平成 31年度 

①量の見込み  3,790 3,724 3,651 6,000 6,000 

②確保の内容 合計 2,850 3,430 4,890 4,070 4,070 

 病児・病後児 720 1,300 2,760 720 720 
 体 調 不 良 児 2,000 2,000 2,000 3,220 3,220 
 フ ァ ミ サ ポ 130 130 130 130 130 

②－①  ▲940 ▲294 1,239 ▲1,930 ▲1,930 

実績値 合計 1,951 3,456 2,886 2,244  

 病児・病後児 212 229 296 205  
 体 調 不 良 児 1,727 3,220 2,575 2,036  
 フ ァ ミ サ ポ 12 7 15 3  

※確保方策について：病児・病後児対応型の需要に対応できる実施体制の整備を行う（令和2年度 新設2か所）。 

※   内は、中間年度の見直し後の計画値。 

 

 

（１０）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

児童の預かり等の援助を受けることを希望する子育て中の保護者会員と、当該援助を行うことを

希望する会員との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業です。 

単位：人日 

  平成 27年度 平成28年度 平成 29年度 平成30年度 平成 31年度  

①量の見込み 合計 1,830 1,830 1,830 1,830 1,830  

 就学児 700 700 700 700 700  

 幼児 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 ★再掲 

 病児 130 130 130 130 130 ★再掲 

②確保の内容  1,830 1,830 1,830 1,830 1,830  

②－①  0 0 0 0 0  

実績値 合計 1,430 1,828 1,728 1,345   

 送迎等 618 741 598 313   

 預かり 800 1,080 1,115 1,029  ★再掲 

 病児 12 7 15 3  ★再掲 

 

 

（１１）妊婦健康診査事業 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の把握、②検

査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施する

事業です。 

単位：人回 

  平成 27年度 平成28年度 平成 29年度 平成30年度 平成 31年度 

①量の見込み  10,976 10,822 10,656 10,477 10,296 

②確保の内容  10,976 10,822 10,656 10,477 10,296 

②－①  0 0 0 0 0 

実績値  11,058 9,894 9,348 8,542  
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（１２）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

教育・保育の支給認定を受けた子どもの保護者の世帯所得の状況等を勘案して、教育・保育サー

ビスで必要となる日用品や行事参加等の実費負担分について、市が定める基準に従い費用助成を行

います。 

※平成 27 年度事業開始。実績値／平成 27 年度…給付児童 12 人（10 世帯）、平成 28 年度…給付児童 5人（5世帯）、

平成29年度…給付児童5人（5世帯）、平成30年度…給付児童7人（6世帯） 

 

 

（１３）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

新規の事業者が円滑に新制度における保育事業を実施できるように巡回支援等を行い、地域ニー

ズに即した保育事業の拡充を図ります。 

※平成28年度事業開始。実績値／平成28年度・平成29年度…指導員2名を委嘱し、対象施設を巡回して、支援・指

導を実施。平成 30 年度…対象施設なし（平成 28 年度事業開始施設が保育事業を安定的に実施していると判断した

ため）。 
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